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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第71期
第３四半期
連結累計期間

第72期
第３四半期
連結累計期間

第71期

会計期間
自平成29年４月１日
至平成29年12月31日

自平成30年４月１日
至平成30年12月31日

自平成29年４月１日
至平成30年３月31日

売上高 （百万円） 269,722 258,000 347,508

経常利益 （百万円） 2,616 2,116 4,218

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 1,193 1,154 2,077

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,549 1,075 2,414

純資産額 （百万円） 48,311 49,289 49,177

総資産額 （百万円） 135,301 125,661 135,706

１株当たり四半期（当期）純利

益
（円） 45.67 44.18 79.49

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 31.3 34.3 31.7

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △6,060 8,181 △7,619

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △749 △3,393 △964

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 6,199 △4,274 10,374

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 11,541 13,913 13,715

 

回次
第71期
第３四半期
連結会計期間

第72期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自平成29年10月１日
至平成29年12月31日

自平成30年10月１日
至平成30年12月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 30.74 39.06

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

　　　　　　ておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　　３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

　　　　４．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」 (企業会計基準第28号　平成30年２月16日)等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指

標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動は次のとおりであります。

＜デバイス事業＞

　前連結会計年度末まで連結の範囲に含めておりましたMarubun Semicon（S）Pte. Ltd.は、清算手続き中であり重

要性が低下したため、第１四半期連結会計期間より連結の範囲から除外しております。

　株式会社ケィティーエルは、平成30年10月１日付で当社を存続会社とする吸収合併により消滅したため、当第３

四半期連結会計期間より連結の範囲から除外しております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

　なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、財政状態については遡及処理後の前連結会計年度末の数値で比較を行っておりま

す。

 

（1）財政状態及び経営成績の状況

①財政状態

（資産）

　当第３四半期連結会計期間末における流動資産は111,876百万円となり、前連結会計年度末に比べ10,421百万円

減少いたしました。これは主にその他（短期貸付金）が3,332百万円増加した一方で、商品及び製品が9,769百万

円、受取手形及び売掛金が4,857百万円それぞれ減少したことによるものであります。固定資産は13,785百万円と

なり、前連結会計年度末に比べ376百万円増加いたしました。これは主に投資有価証券が253百万円増加したこと

によるものであります。

　この結果、総資産は125,661百万円となり、前連結会計年度末に比べ10,044百万円減少いたしました。

（負債）

　当第３四半期連結会計期間末における流動負債は65,977百万円となり、前連結会計年度末に比べ9,787百万円減

少いたしました。これは主に支払手形及び買掛金が7,596百万円、短期借入金が1,491百万円それぞれ減少したこ

とによるものであります。固定負債は10,394百万円となり、前連結会計年度末に比べ369百万円減少いたしまし

た。これは主に長期借入金が188百万円、退職給付に係る負債が162百万円それぞれ減少したことによるものであ

ります。

　この結果、負債合計は76,372百万円となり、前連結会計年度末に比べ10,157百万円減少いたしました。

（純資産）

　当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は49,289百万円となり、前連結会計年度末に比べ112百万円増

加いたしました。これは主にその他有価証券評価差額金が330百万円減少した一方で、利益剰余金が374百万円、

非支配株主持分が88百万円それぞれ増加したことによるものであります。

　この結果、自己資本比率は34.3％（前連結会計年度末は31.7％）となりました。

 

②経営成績

　当第３四半期連結累計期間(平成30年４月１日～平成30年12月31日)におけるわが国の経済は、設備投資や生産が

増加し企業収益や雇用情勢の改善が続いた一方で、米中の貿易摩擦や中国経済の減速、国内各地で発生した自然災

害の影響などにより、先行きの不確実な状況が続きました。

　当社グループが属するエレクトロニクス業界におきましては、自動車やデータセンター向けが堅調に推移した一

方で、スマートフォン市場が失速し、好調を維持していた産業機器も減少に転じました。またMLCCなどの電子部品

で需要の増加が続いたものの、DRAMやNANDフラッシュは成長が鈍化するなど、市場や品目によって好不調の入り混

じった状況が続きました。

　こうした状況の下、当第３四半期連結累計期間における当社グループの売上高は前年同期比4.3％減の258,000百

万円となりました。利益面では、前年度末の円高進行により計上した外貨建て仕入・販売予定在庫の評価損を当年

度戻し入れたことや、期初からの円安進行による外貨建て取引の差益増などにより売上総利益が増加し、営業利益

は前年同期比20.2％増の3,863百万円となりました。一方、この円安進行により外貨建て債務の決済や評価による為

替差損1,188百万円を計上したことから、経常利益は前年同期比19.1％減の2,116百万円、親会社株主に帰属する四

半期純利益は前年同期比3.3％減の1,154百万円となりました。

 

　セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

（デバイス事業）

　デバイス事業は、自動車向け半導体の需要が前年並みを維持した一方で、通信機器や民生機器向けが減少いた

しました。また10月１日付でサムスン電子製品の販売事業を譲渡したことによる減収もあり、売上高は前年同期

比5.8％減の224,750百万円となりました。一方、セグメント利益は、前年度末に円高進行により計上した外貨建

て仕入・販売予定在庫の評価損を当年度戻し入れたことや期初からの円安進行による外貨建て取引の差益増など

により売上総利益が増加し、前年同期比46.0％増の2,927百万円となりました。

EDINET提出書類

丸文株式会社(E02864)

四半期報告書

 3/22



（システム事業）

　システム事業は、人工衛星向け高信頼性部品や画像診断装置の売上が好調に推移し、電子部品実装機や組込み

用コンピュータ、情報通信機器も需要が増加いたしました。その結果、売上高は前年同期比6.8％増の33,249百万

円となりましたが、セグメント利益は売上総利益率の低下や販売費及び一般管理費の増加により前年同期比

22.5％減の943百万円となりました。

 

（2）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、13,913百万円となり、前

年同期と比較して2,372百万円の増加となりました。

　当第３四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は8,181百万円（前年同期は6,060百万円の支出）となりました。これは、主に仕

入債務の減少が7,666百万円あった一方で、たな卸資産の減少が8,523百万円、売上債権の減少が4,426百万円、税

金等調整前四半期純利益が2,111百万円あったこと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は3,393百万円（前年同期は749百万円の支出）となりました。これは、主に短期

貸付金の回収による収入が2,273百万円あった一方で、短期貸付けによる支出が5,628百万円あったこと等による

ものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は4,274百万円（前年同期は6,199百万円の収入）となりました。これは、主に短

期借入金の純減少額が3,046百万円、配当金の支払額が782百万円あったこと等によるものであります。

 

（3）経営方針・経営戦略等

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（5）財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針について

①基本方針の内容

　上場会社である当社の株式は、株主の皆様及び投資家の皆様による自由な取引に委ねられているため、当社の

財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方は、最終的には株主の皆様の意思に基づいて決定されることを

基本としており、会社の支配権の移転を伴う当社株券等の大量買付けに応じるか否かの判断も、最終的には株主

の皆様全体の意思に基づいて行われるべきものと考えております。また、当社は、当社株券等の大量買付けが行

われる場合であっても、それが当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益に資するものであればこれを否

定するものではありません。

　しかしながら、事前に当社取締役会の賛同を得ずに行われる当社株券等の大量買付けの中には、その目的等か

ら見て当社の企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、株主の皆様に株式の売却を

事実上強制するおそれがあるもの、当社取締役会や株主の皆様が株券等の大量買付けの内容等について検討し、

又は当社取締役会が代替案を提案するために必要かつ十分な時間や情報を提供しないもの、当社が買収者の提示

した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との協議・交渉を必要とするものなど、当社の企業価値ひい

ては株主の皆様の共同の利益を棄損するおそれをもたらすものも少なくないと想定されます。

　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の経営理念、企業価値の様々な源泉及び当社

を支えるステークホルダーとの信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を中

長期的に確保・向上させる者でなければならないと考えております。当社は、上記のような、当社の企業価値ひ

いては株主の皆様の共同の利益に資さない株券等の大量買付けを行う者が、当社の財務及び事業の方針の決定を

支配する者として不適切であり、このような者による株券等の大量買付けに対しては、必要かつ相当な対抗措置

を採ることにより、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を確保する必要があると考えております。
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②基本方針の実現に資する特別な取組み

イ．当社グループの事業特性と企業価値に関する考え方

　当社は、弘化元年（1844年）に呉服問屋として創業し、1947年７月に、会社組織を再編して丸文株式会社と

して新たなスタートを切りました。そして創業以来続く「常に時代の一歩先を見据え、次のニーズに応える」

という「先見」と「先取」の精神の下、当社グループは環境や社会の変化に合わせて最良の商品・情報・サー

ビスを提供することで、企業価値の向上に取り組んでまいりました。その企業価値の源泉は、①長年にわたり

培ってきた仕入先・お客様をはじめとする各ステークホルダーとの信頼関係、②高度かつ専門的な知識や深い

経験とノウハウ、③単に商品を販売するだけではなく、最新の技術・製品情報の提供やさまざまな製品を組み

合わせたソリューション提案力、ハード／ソフト両面での技術サポート、機器の据付・保守・メンテナンスな

ど、商社の枠を超えた高度なサービス、④豊富な品揃えと、米国の大手エレクトロニクス商社であるアロー・

エレクトロニクス社と合弁で展開している世界規模の販売・物流ネットワーク、⑤活力あふれる企業風土と

チャレンジ精神旺盛な人材、にあると考えております。

　当社グループは、これからも最新の技術や価値ある商品、サービス、ソリューションを提供し続けるととも

に、優秀な人材の採用と育成、健全かつ透明な経営の実践により、当社の企業価値、株主の皆様の共同の利益

の向上に努めてまいります。

 

ロ．中期経営計画に基づく企業価値向上への取組み

　当社グループは中期ビジョンとして「持続的な成長が図れる筋肉質な企業の実現」を掲げ、強固な経営基盤

の構築に取り組んでおります。

　ここ数年の大きな流れとして、M&Aによる世界的な半導体メーカーの勢力地図の塗り替わりが続いておりま

す。また、先端技術のイノベーションは絶え間なく進んでおり、IoTをはじめとした複合技術の深化や自動運転

技術を搭載した自動車の開発、ウェアラブルデバイスやロボットを活用した医療・介護サービスの導入など、

従来にはなかった市場が立ち上がってきております。

　この様な状況のなか、当社は、2019年３月期を最終年度とする中期経営計画で、基本方針として、「業界再

編への対応、キャッチアップ」、「イノベーションへの積極投資による新規事業創造」、「資本効率の向上」

を掲げ、収益性と効率性の向上により早期に「ROE8.0％以上を達成」することを目指しております。具体的な

取り組みは次のとおりであります。

　ⅰベースビジネスの強化

　アナログ、ワイヤレスなどのキーデバイス毎の販売体制の強化と、当社が得意とする電源やセンサー、

車載分野でのソリューション提案の推進により、顧客シェアの一層の拡大を図ります。また産業機器組込

み用レーザの拡販や計測器の校正サービスの拡充による収益基盤の強化に取り組みます。

　ⅱ成長市場での事業強化

　自動車、産業機器、医療、情報通信、IoTなど成長が期待される分野において、お客様の設計・開発期間

の短縮や最終製品の市場競争力の向上につながる商材・ソリューションの提案、コンサルティングサービ

スの提供により、他社との差別化、プレゼンスの向上に取り組みます。

　ⅲ新規商材の事業化推進

　斬新でユニークな技術をもつ商材の発掘に注力し、必要に応じて資金や人材を投入してサプライヤの支

援、育成に取り組みます。また、新規商材の事業化を専門に推進する組織が、プレマーケティングから販

売、アフターフォローまで一貫してサポートし、加えて品質管理体制を確立することで、早期事業化を推

進します。

　ⅳエンジニアリングサービスの拡充

　顧客ニーズに基づく装置のカスタマイズ化や当社独自のシステムインテグレーションサービスの提供に

より、付加価値の向上に取り組んでまいります。併せて、専門性の高い人材の確保と育成に努め、さらな

る技術力の向上、保守・メンテナンス機能の拡充を図ります。

　ⅴグローバル展開の加速

　50拠点を超える販売ネットワークと、米国アロー・エレクトロニクス社との提携によりあらゆる商材を

世界規模で取り扱うことができる優位性を最大限に活かし、グローバルな事業の拡大に取り組みます。各

地域の市場動向や日系企業の進出状況を注視しながら、拠点進出や再配置を迅速かつフレキシブルに行い

ます。
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ハ．コーポレートガバナンス機能の強化・充実・取り組み

　当社は、株主、取引先、社員などすべてのステークホルダーの期待に応え、企業価値の向上を図っていくた

めに、コーポレートガバナンス体制の充実を経営の重要課題のひとつと認識し、透明・公正かつ効率性の高い

経営の実践に努めております。このような方針の下、コーポレートガバナンスに関する基本的な枠組みと方針

について定め、その実践を通じて、持続的な成長と企業価値の向上を図るため、「コーポレートガバナンス・

ガイドライン」を定め、運用しております。また、当社は「監査等委員会設置会社」の形態を選択し、社外取

締役が過半数を占める監査等委員会を置くことにより、経営の監督機能を強化するとともに、業務執行権限の

相当な部分を取締役に権限委任することで、効率性と機動性の向上を図っております。

　今後もより一層、経営の健全性・透明性を向上させるべく、コーポレートガバナンス体制の強化に努めてま

いります。

 

③基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取

組み

　当社は、平成30年５月８日開催の取締役会において、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上

させることを目的とし、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針に照らして不

適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みとして、当社株券

等の大量買付がなされた場合の対応策（以下「本プラン」といいます。）を導入することを決定し、これについ

て、平成30年６月27日開催の第71回定時株主総会において株主の皆様にご承認をいただきました。本プランの内

容は次のとおりであります。

 

イ．本プランの目的

　本プランは、上記①の基本方針に沿って、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を確保し、向上

させる目的をもって導入されたものであります。

　当社は、当社株券等に対する大量買付けが一定の合理的なルールに従って行われるよう、株券等の大量買付

けの提案がなされた場合における情報提供等に関する一定のルール（以下「大量買付ルール」といいます。）

を設定するとともに、上記①の基本方針に照らして不適切な者によって大量買付けがなされた場合に、それら

の者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みとして、対抗措置の

発動手続等を定めた本プランを導入いたしました。

 

ロ．本プランの概要

　本プランは、(i)当社の株券等（金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株券等を意味します。）の特定

株式保有者等の議決権割合を20％以上とする当社株券等の買付行為又は(ii)結果として特定株式保有者等の議

決権割合が20％以上となる当社株券等の買付行為（いずれについても当社取締役会があらかじめ同意したもの

を除き、また、市場取引、公開買付け等の具体的な買付方法の如何を問わないものとします。）若しくは(iii)

上記の(i)又は(ii)の行為が行われたか否かにかかわらず、当社の特定の株主が、当社の他の株主との間で、当

該他の株主が当該特定の株主の共同保有者に該当するに至るような合意その他の行為、又は当該特定の株主と

当該他の株主との間にその一方が他方を実質的に支配し若しくはそれらの者が共同ないし協調して行動する関

係を樹立する行為（ただし、当該特定の株主と当該他の株主の議決権割合が20％以上となるものに限ります。

以下、(i)乃至(iii)の行為を総称して「大量買付行為等」といい、大量買付行為等を行う者を「大量買付者」

といいます。）に応じるか否かを株主の皆様に適切に判断していただくために必要かつ十分な時間及び情報を

確保するために、当社取締役会が、大量買付者に対して、事前に当該大量買付行為等に関する情報の提供を求

め、当該大量買付行為等について評価、検討、大量買付者との買付条件等に関する交渉又は株主の皆様への代

替案の提案等を行うとともに、当社取締役会の諮問機関として、当社の業務執行を担う経営陣から独立し、社

外者のみから構成される独立委員会の勧告を最大限尊重したうえで、大量買付行為等に対して、新株予約権の

無償割当てその他当該時点において相当と認められる対抗措置を発動するためのルールを定めております。

　また、本プランにおいては、当社取締役会が、独立委員会に対する諮問に加え、株主の皆様の意思を直接確

認することが実務上適切と判断する場合又は独立委員会が株主総会を開催すべき旨の勧告を行った場合には、

対抗措置の発動にあたり、株主総会を開催し、対抗措置発動の是非の判断を株主の皆様の意思に委ねることと

しております。

　大量買付者は、大量買付ルールに従って、当社取締役会又は株主総会において対抗措置の発動の是非に関す

る決議が行われるまでは、大量買付行為等を開始することができないものとします。

　なお、本プランの有効期限は、３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する当社定時株主総会の

終了の時までとします。もっとも、有効期間の満了前であっても、当社株主総会において本プランを廃止する

旨の決議が行われた場合又は当社取締役会において本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プラ

ンはその時点で廃止されるものとします。
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④不適切な支配の防止のための取組みについての取締役会の判断

イ．基本方針の実現に資する特別な取組み（上記②）について

　上記②「基本方針の実現に資する特別な取組み」に記載した各取組みは、当社の企業価値ひいては株主の皆

様の共同の利益を継続的かつ持続的に確保・向上させるための具体的取組みとして策定されたものであり、基

本方針の実現に資するものであります。

　従いまして、これらの各取組みは、基本方針に沿い、当社の株主の皆様の共同の利益を損なうものではな

く、当社役員等がその会社役員の地位を維持することを目的とするものではありません。

 

ロ．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するため

の取組み（上記③）についての判断

　本プランは大量買付行為等が行われる際に、当該大量買付行為等に応じるべきか否かを株主の皆様が判断

し、又は当社取締役会が代替案を提案するために必要かつ十分な時間や情報を確保すること及び株主の皆様の

ために大量買付者等と交渉を行うことなどを可能とすることにより、もって当社の企業価値ひいては株主の皆

様の共同の利益を確保する取組みであり、基本方針に沿うものであります。また、本プランは、①買収防衛策

に関する各指針等に適合していること、②株主の皆様の意思が重視されていること、③取締役会の恣意的判断

を排除するための仕組みが定められていること、④デッドハンド型やスローハンド型の買収防衛策ではないこ

と等の理由から、当社の株主の皆様の共同の利益を損なうものではなく、また、当社役員等がその会社役員の

地位を維持することを目的とするものではありません。

 

（6）研究開発活動

該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、新たに締結した重要な契約は次のとおりであります。

　仕入先との販売代理店・特約店契約

契約会社の名称 相手先の名称 契約品目 契約内容 契約発効日

丸文株式会社
日本テキサス・インスツルメンツ株

式会社

半導体及び

関連製品
販売特約店契約 平成30年12月18日
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成30年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成31年２月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 28,051,200 28,051,200
東京証券取引所

市場第一部

 単元株式数

 100株

計 28,051,200 28,051,200 － －

 

（2）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

 

（3）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（4）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成30年10月１日～

平成30年12月31日
－ 28,051,200 － 6,214 － 6,351

 

（5）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（6）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成30年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

平成30年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,916,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 26,114,300 261,143 －

単元未満株式 普通株式    20,900 － －

発行済株式総数 28,051,200 － －

総株主の議決権 － 261,143 －

 

②【自己株式等】

平成30年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

丸文株式会社
東京都中央区日本橋

大伝馬町８－１
1,916,000 － 1,916,000 6.83

計 － 1,916,000 － 1,916,000 6.83

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しており

ます。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成30年10月１日から平

成30年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、EY新日本有限責任監査法人は、平成30年７月１日付で新日本有限責任監査法人から名称変更しております。
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１【四半期連結財務諸表】

（1）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 13,989 14,178

受取手形及び売掛金 ※ 54,593 ※ 49,735

電子記録債権 ※ 6,227 ※ 7,103

商品及び製品 44,987 35,217

仕掛品 126 546

その他 2,386 5,112

貸倒引当金 △13 △16

流動資産合計 122,297 111,876

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 3,603 3,647

減価償却累計額 △2,252 △2,309

建物及び構築物（純額） 1,351 1,338

機械装置及び運搬具 10 10

減価償却累計額 △10 △10

機械装置及び運搬具（純額） 0 0

工具、器具及び備品 2,105 2,175

減価償却累計額 △1,645 △1,548

工具、器具及び備品（純額） 459 627

土地 1,618 1,618

リース資産 142 104

減価償却累計額 △94 △65

リース資産（純額） 48 38

建設仮勘定 52 11

有形固定資産合計 3,529 3,634

無形固定資産   

のれん 336 252

その他 1,264 1,366

無形固定資産合計 1,601 1,619

投資その他の資産   

投資有価証券 3,634 3,887

繰延税金資産 1,019 835

その他 4,080 4,246

貸倒引当金 △457 △439

投資その他の資産合計 8,277 8,530

固定資産合計 13,408 13,785

資産合計 135,706 125,661
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※ 37,247 ※ 29,651

短期借入金 34,687 33,196

1年内返済予定の長期借入金 112 50

リース債務 34 30

未払法人税等 495 －

賞与引当金 1,044 578

資産除去債務 27 13

その他 2,114 2,458

流動負債合計 75,765 65,977

固定負債   

長期借入金 8,875 8,687

リース債務 62 45

退職給付に係る負債 1,388 1,225

役員退職慰労引当金 108 118

資産除去債務 175 183

その他 153 134

固定負債合計 10,763 10,394

負債合計 86,529 76,372

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,214 6,214

資本剰余金 6,353 6,353

利益剰余金 30,659 31,034

自己株式 △1,630 △1,630

株主資本合計 41,596 41,971

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 726 395

繰延ヘッジ損益 △29 △1

為替換算調整勘定 678 677

退職給付に係る調整累計額 63 15

その他の包括利益累計額合計 1,439 1,087

非支配株主持分 6,140 6,229

純資産合計 49,177 49,289

負債純資産合計 135,706 125,661
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（2）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年12月31日)

売上高 269,722 258,000

売上原価 253,606 240,933

売上総利益 16,116 17,066

販売費及び一般管理費 12,902 13,203

営業利益 3,213 3,863

営業外収益   

受取利息 47 65

受取配当金 43 46

持分法による投資利益 296 249

雑収入 84 96

営業外収益合計 472 458

営業外費用   

支払利息 472 725

貸倒引当金繰入額 365 －

売上割引 135 117

為替差損 47 1,188

雑損失 48 173

営業外費用合計 1,069 2,204

経常利益 2,616 2,116

特別利益   

固定資産売却益 1 0

投資有価証券売却益 4 19

厚生年金基金解散損失引当金戻入益 － 3

事業譲渡益 － 15

その他 － 2

特別利益合計 6 40

特別損失   

固定資産除売却損 44 33

投資有価証券評価損 171 －

特別退職金 － 11

その他 9 0

特別損失合計 225 46

税金等調整前四半期純利益 2,396 2,111

法人税等 835 693

四半期純利益 1,561 1,417

非支配株主に帰属する四半期純利益 367 263

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,193 1,154
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年12月31日)

四半期純利益 1,561 1,417

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 252 △330

繰延ヘッジ損益 13 28

為替換算調整勘定 △213 20

退職給付に係る調整額 △51 △47

持分法適用会社に対する持分相当額 △12 △12

その他の包括利益合計 △12 △341

四半期包括利益 1,549 1,075

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,264 807

非支配株主に係る四半期包括利益 284 268
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（3）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 2,396 2,111

減価償却費 301 374

のれん償却額 84 84

貸倒引当金の増減額（△は減少） 12 △14

賞与引当金の増減額（△は減少） △468 △467

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 8 10

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △183 △208

受取利息及び受取配当金 △91 △112

支払利息 472 725

貸倒引当金繰入額 365 －

為替差損益（△は益） 425 1,458

持分法による投資損益（△は益） △296 △249

固定資産除売却損益（△は益） 42 33

投資有価証券売却損益（△は益） △2 △19

投資有価証券評価損益（△は益） 171 －

事業譲渡損益（△は益） － △15

特別退職金 － 11

売上債権の増減額（△は増加） △7,454 4,426

たな卸資産の増減額（△は増加） △5,008 8,523

仕入債務の増減額（△は減少） 2,652 △7,666

その他 1,472 600

小計 △5,100 9,607

利息及び配当金の受取額 296 160

利息の支払額 △468 △707

法人税等の支払額 △799 △849

法人税等の還付額 11 2

特別退職金の支払額 － △33

営業活動によるキャッシュ・フロー △6,060 8,181

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △275 △224

定期預金の払戻による収入 377 228

有価証券の取得による支出 △130 △22

有形固定資産の取得による支出 △191 △328

無形固定資産の取得による支出 △580 △398

投資有価証券の取得による支出 △17 △241

投資有価証券の売却による収入 56 26

短期貸付けによる支出 － △5,628

短期貸付金の回収による収入 1 2,273

事業譲渡による収入 － 865

その他 9 57

投資活動によるキャッシュ・フロー △749 △3,393

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 7,088 △3,046

長期借入金の返済による支出 △84 △251

配当金の支払額 △652 △782

非支配株主への配当金の支払額 △132 △179

その他 △19 △14

財務活動によるキャッシュ・フロー 6,199 △4,274

現金及び現金同等物に係る換算差額 △20 69

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △631 583

現金及び現金同等物の期首残高 12,216 13,715

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △43 △384

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 11,541 ※ 13,913
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（連結の範囲の重要な変更）

　前連結会計年度末まで連結の範囲に含めておりましたMarubun Semicon (S) Pte. Ltd.は、清算手続き中であり

重要性が低下したため、第１四半期連結会計期間より連結の範囲から除外しております。

　株式会社ケィティーエルは、平成30年10月１日付で当社を存続会社とする吸収合併により消滅したため、当第３

四半期連結会計期間より連結の範囲から除外しております。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、

当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用す

る方法によっております。

　なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連結

会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※　四半期連結会計期間末日満期手形及び電子記録債権

　四半期連結会計期間末日満期手形及び電子記録債権の会計処理については、手形交換日等をもって決済処理をし

ております。なお、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期

手形及び電子記録債権が四半期連結会計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成30年12月31日）

受取手形 176百万円 472百万円

電子記録債権 148 195

支払手形 590 369

 

（四半期連結損益計算書関係）

　該当事項はありません。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとお

りであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年12月31日）

現金及び預金勘定 11,813百万円 14,178百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △272 △264

現金及び現金同等物 11,541 13,913
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月28日

定時株主総会
普通株式 392 15  平成29年３月31日  平成29年６月29日 利益剰余金

平成29年10月31日

取締役会
普通株式 261 10  平成29年９月30日  平成29年12月４日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末後

となるもの

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年12月31日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月27日

定時株主総会
普通株式 522 20  平成30年３月31日  平成30年６月28日 利益剰余金

平成30年10月31日

取締役会
普通株式 261 10  平成30年９月30日  平成30年12月４日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末後

となるもの

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
デバイス
事業

システム
事業

計

売上高      

外部顧客への売上高 238,587 31,135 269,722 － 269,722

セグメント間の内部売上高

又は振替高
0 428 428 △428 －

計 238,588 31,563 270,151 △428 269,722

セグメント利益 2,004 1,216 3,221 △8 3,213

（注）１．セグメント利益の調整額△8百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△8百万円が

含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない投資不動産に係る費用でありま

す。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成30年４月１日　至平成30年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
デバイス
事業

システム
事業

計

売上高      

外部顧客への売上高 224,750 33,249 258,000 － 258,000

セグメント間の内部売上高

又は振替高
0 483 483 △483 －

計 224,750 33,733 258,484 △483 258,000

セグメント利益 2,927 943 3,870 △7 3,863

（注）１．セグメント利益の調整額△7百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△7百万円が

含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない投資不動産に係る費用でありま

す。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（企業結合等関係）

共通支配下の取引等

当社は平成30年５月８日開催の取締役会決議において、当社の完全子会社である株式会社ケィティーエルを吸収合

併することを決議し、同日に合併契約を締結いたしました。これに伴い、平成30年10月１日付で同社を吸収合併いた

しました。

１．取引の概要

（1）結合当事企業の名称及び事業の内容

企業の名称　株式会社ケィティーエル

事業の内容　電子部品等の販売

（2）企業結合日

平成30年10月１日

（3）企業結合の法的形式

当社を存続会社とする吸収合併方式で、株式会社ケィティーエルは解散いたしました。

（4）結合後企業の名称

丸文株式会社

（5）その他取引の概要に関する事項

当社グループにおける販売体制の強化と効率的な経営体制の構築を図るものであります。

２．実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」に基づき、

共通支配下の取引として処理しております。

 

事業分離

当社は平成30年５月８日開催の取締役会決議において、当社の完全子会社である丸文セミコン株式会社が営む日本

サムスン株式会社の販売特約店事業を譲渡することを決議し、同日に事業譲渡契約を締結いたしました。これに伴

い、平成30年10月１日付で同事業を譲渡いたしました。

１．事業分離の概要

（1）分離先企業の名称

株式会社トーメンデバイス

（2）分離した事業の内容

丸文セミコン株式会社が営む日本サムスン株式会社の販売特約店事業

（3）事業分離を行った主な理由

当社グループにおける事業の選択と集中の観点から、当該事業の譲渡を決定いたしました。

（4）事業分離日

平成30年10月１日

（5）法的形式を含むその他取引の概要に関する事項

受取対価を現金等の財産のみとする事業譲渡

２．実施した会計処理の概要

「事業分離等に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」に基づき

処理しております。

３．分離した事業が含まれていた報告セグメント

デバイス事業

４．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額

売上高　　11,444百万円

営業利益　　　97百万円
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年12月31日）

１株当たり四半期純利益 45円67銭 44円18銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（百万円） 1,193 1,154

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益（百万円）
1,193 1,154

普通株式の期中平均株式数（千株） 26,135 26,135

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

平成30年10月31日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ） 配当金の総額 ……………………………………… 261百万円

（ロ） １株当たりの金額 ………………………………… 10円00銭

（ハ） 支払請求の効力発生日及び支払開始日 ………… 平成30年12月４日

（注） 平成30年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成31年２月12日

丸文株式会社

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 海野　隆善　　　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 野元　寿文　　　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている丸文株式会社の

平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成30年10月１日から平成30年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、丸文株式会社及び連結子会社の平成30年12月31日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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